第３章　介護サービス見込量と達成目標
第１節　人口・要介護認定者数の推計及び介護サービス量の見込み
１　人口の推計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町の将来の人口及び高齢者数の推計は表5-1のとおりです。平成30年度と平成32年度を比較すると、総人口は321人（3.0％）減少します。一方、高齢者人口は同年比で42人（1.1％）増加すると推計しており、第７期計画の最終年度である平成32年度には4,023人、高齢化率は39.1％に達し、ともに過去最高となり高齢化が一層進展していきます。

表５－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人
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※資料：国立社会保障・人口問題研究所の数値をもとに第7期計画数値として推計しています。

[image: image2]
※資料：国立社会保障・人口問題研究所の数値をもとに推計しています。
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※資料：国立社会保障・人口問題研究所の数値をもとに推計しています。
２　第１号被保険者の推計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第7期計画における第１号被保険者数は表5-2のとおりです。近年の第1号被保険者数の実績を基に、将来高齢者人口の見込みを加味しながら推計しています。第7期計画最終年度である平成32年度には第１号被保険者数は4,000人を超えると推計しています。
表５－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人
	
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度
	平成37年度

	第１号被保険者数
	3,977
	4,001
	4,020
	3,967


３　要介護認定者数の推計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第7期計画における要介護・要支援認定者数は表5-3のとおりです。近年の要介護度別認定者数などの実績を基に、将来高齢者人口の見込みを加味しながら推計しています。第7期計画最終年度である平成32年度には認定者数は750人を超えると推計しています。

表５－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人
	　
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度
	平成37年度

	要支援１
	33
	34
	34
	33

	要支援２
	71
	73
	75
	73

	要介護１
	152
	152
	153
	152

	要介護２
	183
	185
	188
	185

	要介護３
	126
	129
	131
	128

	要介護４
	88
	88
	88
	88

	要介護５
	82
	83
	85
	82

	　　計
	735
	744
	754
	741

	認　定　率
	18.3%
	18.4%
	18.5%
	18.4%


※資料：町高齢者係
４　日常生活圏域の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 日常生活圏域の定義 

介護保険事業計画策定において、住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して日常生活圏域を定めるものとされています。

具体的に国は、中学校区を日常生活圏域の単位として想定していることや、地域包括支援センターの設置個所数を考慮して、町内一円をひとつの日常生活圏域とします。 

５　介護給付サービスの目標値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ここでは、要介護認定を受けた方が利用する介護サービス・介護予防サービスの見込量を推計しています。それぞれのサービスについて、平成27年度から平成29年度までの実績値（平成29年度については年度中途までの実績に基づく推計値）と平成30年度以降は利用者等の推計値を記載しています。

なお、平成30年度以降の推計は、国より指定された「地域包括ケア見える化システム」の将来推計ソフトを基に算出しています。

ここでは、要介護1～5の認定を受けた方が利用する介護給付サービスの実績と見込量を記載しています。

（１）居宅サービス
　　①訪問介護
　　　訪問介護員（ホームヘルパー）が居宅を訪問して、入浴、排泄、食事等の介護、日常生活上の世話、掃除、洗濯、通院等のための乗車または降車の介助等を行うサービスです。サービス内容により、身体介護、生活援助、通院等乗降介助の3つに分類されます。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	1,716
	1,764
	1,788
	1,656
	1,656
	1,656
	1,824

	利用実績人数
	1,628
	1,518
	1,646
	　
	　
	　
	　

	達成率
	94.9%
	86.1%
	92.0%
	　
	　
	　
	　


　　
　

　

　　　実績値は計画値の範囲内で推移しています。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。
訪問介護は、通所介護などとともに、在宅介護を支える根幹となるサービスとなっています
　　②訪問入浴介護
　　　利用者の自宅に浴槽や必要な機材を持ち込んで、入浴の介護を行うサービスです。介助があっても自宅の浴槽に入れない方や通所による入浴もできない方が対象となります。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	168
	180
	180
	132
	132
	132
	144

	利用実績人数
	105
	110
	138
	　
	　
	　
	　

	達成率
	62.5%
	61.1%
	76.7%
	　
	　
	　
	　


　　　実績値が計画値を下回っています。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。
　　③訪問看護
　　　看護職員が自宅療養している人を定期的に訪問し、医師の指示に基づき健康チェックや療養上の支援や、医療処置を行うサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	1,932
	2,028
	2,148
	2,076
	2,088
	2,088
	2,148

	利用実績人数
	1,899
	1,945
	1,980
	　
	　
	　
	　

	達成率
	98.3%
	95.9%
	92.2%
	　
	　
	　
	　


実績値は計画値とほぼ同数になっており、年々微増状態で推移しています。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。
　　④訪問リハビリテーション
　　　医師の指示により理学療法士や作業療法士等が居宅を訪問して、理学療法、作業療法、その他の必要なリハビリテーションを行うサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	204
	204
	216
	408
	444
	480
	492

	利用実績人数
	193
	286
	393
	　
	　
	　
	　

	達成率
	94.6%
	140.2%
	181.9%
	　
	　
	　
	　


実績値は計画値を大きく上回っています。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。
　　⑤居宅療養管理指導
　　　医師、歯科医師、看護師、薬剤師などの医療従事者が利用者の自宅を訪問し、療養上の管理及び指導を行うサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	1,608
	1,632
	1,656
	1,339
	1,339
	1,339
	1,378

	利用実績人数
	1,512
	1,308
	1,362
	　
	　
	　
	　

	達成率
	94.0%
	80.1%
	82.2%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は一定水準で推移しています。この結果を踏まえ平成30年度からの利用計画人数を推計しています。
　　⑥通所介護
　　　利用者が日帰りで通所介護施設に通い、入浴や食事、健康維持や機能訓練などを受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	3,372
	2,712
	2,772
	2,556
	2,580
	2,580
	2,688

	利用実績人数
	3,315
	2,368
	2,502
	　
	　
	　
	　

	達成率
	98.3%
	87.3%
	90.3%
	　
	　
	　
	　


　　　小規模な通所介護が「地域密着型通所介護」に移行したことから、平成28年度に大きく減少しています。
実績値は計画値を下回っていますが、要介護認定者の増加とともに今後も需要は徐々に増えると推計します。

通所介護は訪問介護などとともに、在宅介護を支える根幹となるサービスです。
　　⑦通所リハビリテーション
　　　利用者が介護老人保健施設や医療機関などに通所し、理学療法士や作業療法士等から心身の機能回復や自立支援のためのリハビリテーションを受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	1,044
	1,056
	1,068
	984
	1,020
	1,020
	1,032

	利用実績人数
	1,026
	985
	971
	　
	　
	　
	　

	達成率
	98.3%
	93.3%
	90.9%
	　
	　
	　
	　


　　　実績値は計画値をわずかに下回っており、年々微減傾向にありますが、要介護認定者の増加とともに今後も需要は徐々に増えると推計します。
　　⑧短期入所生活介護
　　　在宅で生活している要介護者が、介護老人福祉施設に短期間入所し、入浴、排泄、食事等の介護、その他日常生活上の支援や機能訓練を受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	204
	216
	240
	276
	276
	276
	324

	利用実績人数
	236
	276
	278
	　
	　
	　
	　

	達成率
	115.7%
	127.8%
	115.6%
	　
	　
	　
	　


実績値が計画値を上回っています。この結果を踏まえ平成30年度からの利用計画人数を推計しています。
　　⑨短期入所療養介護
　　　在宅で生活している要介護者が、介護老人保健施設や介護療養型医療施設に短期間入所し、医学的管理のもとに介護、機能訓練、その他必要な医療及び日常生活上の支援を受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	720
	744
	768
	636
	636
	636
	672

	利用実績人数
	810
	700
	629
	　
	　
	　
	　

	達成率
	112.5%
	94.1%
	81.8%
	　
	　
	　
	　


微増の計画でしたが、実績は年々減少しています。老健さやかが平成27年に減床した影響と考えられますが、これ以上の利用者減はないと推測し、平成30年度からの利用計画人数を推計しています。
　　⑩特定施設入居者生活介護
　　　特定施設に入所している要介護者が、自宅にいるのと同じように入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活上の支援や機能訓練及び療養上の支援を受けるサービスです。　
※特定施設・・・有料老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）、養護老人ホーム等のうち、介護保険法の基準を満たし都道府県から指定を受けた施設。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	96
	108
	132
	108
	108
	108
	144

	利用実績人数
	77
	79
	87
	　
	　
	　
	　

	達成率
	80.2%
	73.1%
	65.9%
	　
	　
	　
	　


　　　利用実績人数は一定水準で推移しています。近隣市に有料老人ホームが多数整備されているので、平成30年度からの利用者も増加すると推計しています。
　　⑪福祉用具貸与
　　　在宅で生活している要介護者を対象に、車椅子や特殊寝台、歩行器など日常生活の補助や機能訓練のための用具を貸与するサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	3,288
	3,396
	3,492
	3,264
	3,264
	3,264
	3,300

	利用実績人数
	3,242
	3,179
	3,275
	　
	　
	　
	　

	達成率
	98.6%
	93.6%
	93.8%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は一定水準で推移しています。この結果を踏まえ平成30年度からの利用計画人数を推計しています。
　　⑫特定福祉用具購入費
　　　在宅で生活している要介護者が、入浴や排泄等に用いる福祉用具等を購入した場合に購入費の一部を償還払いで支給するサービスです。

なお、年度ごとに、支給限度基準額（10万円）や原則として同じ種類の福祉用具は購入できないといった制限があります。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	48
	48
	48
	48
	48
	48
	48

	利用実績人数
	37
	37
	57
	　
	　
	　
	　

	達成率
	77.1%
	77.1%
	118.8%
	　
	　
	　
	　


年度によって利用実績人数が増減するサービスですが、現状の推移を見ながら利用計画人数を推計しています。
　　⑬住宅改修

在宅で生活している要介護者が、自宅で安全に快適に過ごせることを目的とした一定の工事に対して、費用の一部を償還払いで支給するサービスです。対象工事内容は、手すりの設置、段差の解消、床材や扉の変更などです。
　　　　なお、同一住宅における支給限度基準額（20万円）があります。また過去に住宅改修費の支給を受けていても、転居した場合や要介護状態区分が３段階以上上がった場合は、再度、支給限度基準額まで利用できるようになります。

	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	48
	48
	48
	24
	24
	36
	36

	利用実績人数
	19
	18
	21
	　
	　
	　
	　

	達成率
	39.6%
	37.5%
	43.8%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は利用計画人数を下回っています。現状の推移を見ながら利用計画人数を推計しています。
　　⑭居宅介護支援
　　　ケアマネージャーが利用者の心身の状況や、利用者本人、家族の希望などを受けて在宅サービスを利用するためのケアプランを作成し、介護サービス事業者との連絡調整を行うサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	5,340
	5,388
	5,424
	5,175
	5,188
	5,263
	5,088

	利用実績人数
	5,193
	5,013
	5,154
	　
	　
	　
	　

	達成率
	97.2%
	93.0%
	95.0%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は利用計画人数を下回っていますが、今後も要介護認定者の増加を見込むことに伴い、利用も増えると推計しています。
（２）地域密着型サービス
地域密着型サービスは、平成18年4月の介護保険制度改正に伴って導入されたサービスです。都道府県知事の指定（許可）を受ける介護保険施設とは違い、市町村ごとにサービス提供事業者が指定され、可能な限り住み慣れた地域で生活できるようなサービスが提供されます。
①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

日中・夜間を通じて訪問介護と訪問看護を一体的にまたは連携しながら、定期巡回訪問と随時対応を行うサービスです。随時サービスとは、利用者がオペレーターに通報することにより、オペレーターから連絡の入った訪問介護員等が訪問します。
②夜間対応型訪問介護
夜間の定期的な巡回による訪問介護サービスに加え、利用者の求めに応じて随時対応する訪問介護を組み合わせたサービスです。随時サービスとは、利用者がオペレーターに通報することにより、オペレーターから連絡の入った訪問介護員が訪問します。
③認知症対応型通所介護（認知症対応型デイサービス）
認知症の方を対象とした通所介護で、少人数で入浴、食事、リハビリテーションやレクリエーションなどをして過ごすサービスです。利用者にとっては、家族以外の方との交流の場、家族にとっては介護負担の軽減につながります。
④小規模多機能型居宅介護
　通所介護を中心に利用しながら、一人ひとりの生活に合わせて、訪問介護やショートステイを受けることができ、少人数の中で入浴、食事、機能訓練など日常生活の介助を受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	0
	0
	0
	0
	12
	48
	48

	利用実績人数
	0
	4
	0
	　
	　
	　
	　


6期中計画はありませんでしたが、平成28年度に利用実績がありました。今後、サービスの多様化の中で利用する方も想定されるので、見込みます。
⑤認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
認知症高齢者が家庭的な雰囲気の中で共同生活を送りながら、日常生活の介護を受けるサービスです。居室、居間、食堂、浴室などを備え、利用者がそれぞれ役割をもって家事をするなどして、認知症の進行を緩和し、安心して日常生活が送れるようにします。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	228
	228
	228
	228
	228
	228
	228

	利用実績人数
	227
	222
	213
	　
	　
	　
	　

	達成率
	99.6%
	97.4%
	93.4%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は利用計画人数とほぼ同数となっています。今後も一定の人数で推移すると推計しています。（平成29年度に減となったのは入居者の1人が要支援と認定されたため。今後は要介護に戻ると考えられる）
　　⑥地域密着型特定施設入所者生活介護

定員29人以下の小規模な有料老人ホーム等で、見守りや食事、身の回りの世話などの生活介護を受けるサービスです。
⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
定員29人以下の小規模で運営される介護老人福祉施設です。少人数の入居者に対し、介護老人福祉施設と同様なサービスを受けることができます。

⑧看護小規模多機能型居宅介護
小規模多機能型居宅介護と訪問看護の組み合わせによる、介護と看護が一体となったサービスです。

⑨地域密着型通所介護

　　　利用者は日帰りで通所介護施設に通い、入浴や食事、健康維持や機能訓練などのサービスを受けるサービスです。

	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	－
	720
	732
	708
	708
	708
	732

	利用実績人数
	－
	676
	720
	　
	　
	　
	　

	達成率
	－
	93.9%
	98.4%
	　
	　
	　
	　


小規模な通所介護サービスが平成28年度から地域密着型サービスに移行されました。平成30年度からも一定数の利用が見込まれます。
６　予防給付サービスの目標値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ここでは、要支援1・2の認定を受けた方が利用する予防給付サービスの実績と見込量を記載しています。このサービスは、生活機能の維持・向上を図る観点から、地域包括支援センターの保健師等が利用者本人の状態に応じた介護予防ケアマネジメントを実施し、要介護状態への移行を予防するためのものです。
（１）居宅サービス
①介護予防訪問入浴介護
利用者の自宅に浴槽や必要な機材を持ち込んで、介護予防を目的として入浴の介護を行うサービスです。

　　　当町では、要支援者による利用は見込んでいません。
②介護予防訪問看護
看護職員が自宅療養している要支援者を定期的に訪問し、医師の指示に基づき健康チェックや療養上の世話、医療処置を行うサービスです。

	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	296
	336
	336
	782
	828
	840
	1,248

	利用実績人数
	482
	699
	576
	―
	―
	―
	―

	達成率
	162.8%
	208.0%
	171.4%
	―
	―
	―
	―


　　　実績値は計画値を大きく上回っています。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。

③介護予防訪問リハビリテーション
在宅で生活している要支援者が、介護予防を目的として、理学療法士や作業療法士等から必要なリハビリテーションを受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	24 
	24 
	24
	204
	216
	240
	252

	利用実績人数
	64 
	125 
	164
	　
	　
	　
	　

	達成率
	266.7%
	520.8%
	683.3%
	　
	　
	　
	　


実績値は計画値を大きく上回っており、年々増加傾向です。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。

④介護予防居宅療養管理指導
在宅で生活している要支援者が、介護予防を目的として、医師、歯科医師、薬剤師等から療養上の管理や指導を受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	108 
	108 
	120
	48
	48
	48
	48

	利用実績人数
	65 
	56 
	48
	　
	　
	　
	　

	達成率
	60.2%
	51.9%
	40.0%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は減少傾向ですが、今後は、一定数の利用で推移すると見込んでいます。
⑤介護予防通所リハビリテーション

在宅で生活している要支援者が、介護老人保健施設等に通い、理学療法士や作業療法士等から、必要なリハビリテーションを受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	132 
	144 
	156
	156
	156
	168
	180

	利用実績人数
	139 
	172 
	156
	　
	　
	　
	　

	達成率
	105.3%
	119.4%
	100.0%
	　
	　
	　
	　


　　　利用実績人数は利用計画人数を上回っています。平成30年度以降は要支援認定者も徐々に増加すると想定していることから、計画値も増加すると推計しています。

⑥介護予防短期入所生活介護
在宅で生活している要支援者が、介護老人福祉施設に短期間入所し、介護予防を目的として、入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活上の支援や機能訓練を受けるサービスです。

	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	24 
	36 
	48
	12
	12
	12
	12

	利用実績人数
	7 
	2 
	2
	　
	　
	　
	　

	達成率
	29.2%
	5.6%
	3.1%
	　
	　
	　
	　


平成26年度に介護老人福祉施設が開所したことから需要を見込んでいましたが、ごく少数の実績でした。この結果を踏まえ平成30年度からは最小限の計画とします。
⑦介護予防短期入所療養介護
在宅で生活している要支援者が、介護老人保健施設や介護療養型医療施設に短期間入所し介護予防を目的として、医学的管理のもと介護及び機能訓練、その他必要な医療や日常生活上の支援を受けるサービスです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	12 
	12 
	24
	12
	12
	12
	12

	利用実績人数
	1 
	2 
	8
	　
	　
	　
	　

	達成率
	8.3%
	16.7%
	31.3%
	　
	　
	　
	　


計画値は最小限の数値です。平成30年度からも最小限の計画とします。
⑩介護予防特定施設入居者生活介護

　　　特定施設に入所している要支援者が、自宅にいるのと同じように入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活上の支援や機能訓練及び療養上の

支援を受けるサービスです。
　　　当町では、要支援者による利用は見込んでいません。
⑪介護予防福祉用具貸与
在宅で生活している要支援者を対象に、利用者の生活機能の状態を踏まえ、生活機能向上に必要な福祉用具の貸与を行うサービスです。
なお、軽度者に対しては貸与できない品目がありますが、保険者がその必要性を認めた場合は給付対象とすることができます。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	420 
	420 
	492
	636
	636
	636
	660

	利用実績人数
	402 
	586 
	627
	　
	　
	　
	　

	達成率
	95.7%
	139.5%
	127.4%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は年々伸びています。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。
⑫特定介護予防福祉用具販売

在宅で生活している要支援者が、介護予防に資する入浴や排泄に使用する福祉用具等を購入した場合に購入費の一部を償還払いで支給します。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	12 
	12 
	24
	12
	12
	12
	24

	利用実績人数
	11 
	12 
	8
	　
	　
	　
	　

	達成率
	91.7%
	100.0%
	31.3%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は利用計画人数を下回っています。今後も一定の利用者数で推移すると推計しています。
⑬介護予防住宅改修
要支援者が自宅で安全に快適に過ごせることを目的とした一定の工事に対して、工事費の一部を償還払いで支給します。対象工事内容は、手すりの設置、段差解消、床材や扉の変更などです。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	12 
	12 
	24
	12
	12
	12
	12

	利用実績人数
	8 
	11 
	6
	　
	　
	　
	　

	達成率
	66.7%
	91.7%
	25.0%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は利用計画人数を下回っています。今後も一定の利用者数で推移すると推計しています。
⑭介護予防支援
要支援者が介護予防サービスやその他の介護予防に資する保健・医療・福祉サービスを適切に利用できるように、地域包括支援センターの保健師等が利用者の生活機能の状態に応じた介護予防ケアマネジメントを実施します。
	　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	780 
	804 
	840
	1,080
	1,092
	1,104
	1,092

	利用実績人数
	827 
	1,033 
	1,082
	　
	　
	　
	　

	達成率
	106.0%
	128.5%
	128.8%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は利用計画人数を上回っています。訪問介護・通所介護のみの利用者は平成29年度からスタートした「介護予防・日常生活支援総合事業」へ移行するため実績が減ると思いましたが、むしろ伸びています。この結果を踏まえ平成30年度からの計画値を推計しています。
（２）地域密着型介護予防サービス

当町では、要支援者に対するサービスを見込んでいません。

７　共生型サービスの目標値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
介護保険サービスと障害福祉サービスのどちらかの指定がある事業所は、もう一方の指定も受けやすくなる特例が設けられ、高齢者と障がい児者が同一の事業所でサービスを受けられる「共生型サービス」が新たに創設されます。
障がいのある方が65歳以上になっても、引き続き使い慣れた事業所においてサービスを利用できたり、福祉に携わる人材の有効利用ができる等のメリットがあります。現時点で参入事業所もないので、第7期計画ではサービスを見込みませんが、当町でも、障害福祉担当部署や事業所と連携し、共生型サービス事業所の設置について検討していきます。

第２節　施設・居住系サービスの利用見込みと整備目標
１　施設サービス利用者数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
介護施設には、厚生労働省が管轄する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設のいわゆる介護保険3施設と有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などがあります。

ここでは、当町における介護保険3施設の利用者の推移について記載します。
＜施設サービス全体＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人／月
	　
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29

	要支援
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要介護１
	3
	3
	4
	6
	5
	3
	6
	6
	8
	11

	要介護２
	19
	16
	18
	14
	17
	9
	15
	21
	19
	16

	要介護３
	35
	40
	31
	36
	29
	31
	20
	30
	28
	37

	要介護４
	45
	40
	44
	44
	32
	32
	18
	26
	38
	33

	要介護５
	39
	44
	46
	46
	54
	63
	37
	41
	36
	33

	合計
	141
	143
	143
	146
	137
	138
	96
	124
	129
	130


　　資料：町高齢者係
施設サービス利用者は、平成20年度以降ほぼ横ばい傾向にありましたが、平成26年度に4月に町立千曲病院の介護療養型医療施設（40床）から医療療養型病床への転換、6月に介護老人福祉施設（70床）の開所があり、平成27年4月からは老人保健施設さやかが80床から58床へと減床されるなど、施設系サービスの構図は大きく変化しました。
【介護老人福祉施設】・・・生活介護が中心の施設
常に介護を必要とし、自宅では介護できない状態にある寝たきりや認知症の高齢者のための入所施設で、入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者がその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるようにすることを目指します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人／月
	　
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29

	要支援
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要介護１
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要介護２
	2
	2
	2
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	1

	要介護３
	6
	8
	5
	8
	3
	4
	3
	14
	14
	18

	要介護４
	13
	13
	10
	13
	12
	6
	5
	14
	26
	24

	要介護５
	13
	17
	20
	21
	21
	24
	17
	32
	26
	28

	合計
	34
	40
	37
	42
	36
	34
	25
	61
	66
	71


※資料：町高齢者係
利用者は30人台後半～40人台前半／月で推移していました。これはいわゆる「特養待機者」が入所できる施設がないために増加していなかった訳ですが、平成26年度に町内で介護老人福祉施設が開所されたことに伴い利用者は大きく伸びました。

【介護老人保健施設】・・・介護やリハビリが中心の施設
可能な限り居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入浴、排泄、食事等の介護、リハビリや医療等を通して機能訓練、健康管理等を行い、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを目的にした施設です。リハビリスタッフや看護師、医師等の配置基準が介護老人福祉施設より多くなっています。また、在宅復帰ということが念頭に置かれたサービス提供であるため、利用に際しては終身制ではありません。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人／月
	　
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29

	要支援
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要介護１
	2
	2
	4
	5
	4
	3
	6
	6
	8
	11

	要介護２
	13
	9
	11
	10
	13
	8
	15
	20
	19
	15

	要介護３
	28
	26
	24
	22
	20
	18
	17
	16
	14
	19

	要介護４
	24
	18
	21
	21
	15
	20
	13
	11
	12
	8

	要介護５
	4
	8
	8
	11
	15
	21
	18
	7
	8
	2

	合計
	71
	63
	68
	69
	67
	70
	69
	60
	61
	55


※資料：町高齢者係
介護老人保健施設の利用者は70人前後／月で推移していましたが、介護老人福祉施設の開所にともない長期入所者が移ったことと、老健さやかの減床により、平成27年度以降、利用者は減少しています。

【介護療養型医療施設】・・・医療が中心の施設
一般病院等での集中治療はすでに必要ないが、在宅に戻るには医療依存度の高い要介護認定者が入所する施設です。

医療依存度は、介護療養型医療施設＞介護老人保健施設＞介護老人福祉施設という順になっています。あくまでも介護保険適用の施設であるため、治療より療養が必要な場合に利用する施設となりますが、一般的に病院に併設されるケースが多くなっています。
　　　　　　　　　　単位：人／月
	　
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29

	要支援
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要介護１
	1
	1
	0
	1
	1
	0
	0
	0
	0
	0

	要介護２
	4
	5
	5
	4
	4
	1
	0
	0
	0
	0

	要介護３
	1
	6
	2
	6
	6
	9
	0
	0
	0
	0

	要介護４
	8
	9
	13
	10
	5
	6
	0
	1
	0
	1

	要介護５
	22
	19
	18
	14
	18
	18
	2
	2
	2
	3

	合計
	36
	40
	38
	35
	34
	34
	2
	3
	2
	4


※資料：町高齢者係
介護療養型医療施設の利用者は概ね30人台／月で推移していましたが、平成26年4月の町立千曲病院の介護療養型医療施設の転換に伴い大幅に減少しています。

　
２　施設・居住系サービス利用者の目標値　　　　　　　　　　　　　　　　
介護が必要になっても住み慣れた場所、在宅で住み続けるという町の基本的な方針を念頭に、居宅サービスを充実させるとともに、在宅と施設間でバランスのとれた基盤整備を進めていく必要があります。

なお、平成30年春には、隣接する市町で広域型の介護老人福祉施設のうすだコスモ苑（旧 勝間園）とこうみの里（旧 美ノ輪荘）の移転・増床が予定されておりますので、その影響も考慮しながら、推計する必要があります。
（１）介護老人福祉施設

	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	816 
	840 
	888
	900
	900
	900
	972

	利用実績人数
	738 
	826 
	875
	　
	　
	　
	　

	達成率
	90.4%
	98.3%
	98.5%
	　
	　
	　
	　


利用実績人数は町内の施設開所に伴い大きく増加しています。今後も近隣市町の施設更新があることから利用者数は増加すると推計しています。
　　（２）介護老人保健施設

	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	696 
	696 
	708
	684
	684
	684
	684

	利用実績人数
	602 
	659 
	656
	　
	　
	　
	　

	達成率
	86.5%
	94.7%
	92.6%
	　
	　
	　
	　


町内介護老人福祉施設の開所と、佐久穂町老人保健施設さやかの入所定員の減により、第6期計画でも利用者を少なく計画したが、実績はそれを下回りました。しかし、入院日数の短縮、特養待機の場等、潜在的な需要はあると思われますので、そのことを考慮して推計します。
　　（３）介護療養型医療施設
	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	24 
	24 
	24
	36
	36
	36
	0

	利用実績人数
	29 
	32 
	29
	　
	　
	　
	　

	達成率
	120.8%
	133.3%
	118.8%
	　
	　
	　
	　


町立千曲病院の介護療養型医療施設が転換されたことで大幅に計画を減少させましたが、町外の介護療養型施設を利用する方がいたため実績が上回っています。この結果を踏まえ計画値を推計しています。
なお、介護療養型は平成36年3月末までに新しい介護保険施設である「介護医療院」や介護老人保健施設に転換されるため、平成37年度の計画は0とします。
　　（４）介護医療院
制度改正により、新しい介護保険施設として創設されたサービスです。今後増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズに対応するため、日常的な医療ケアが必要な重介護者を受け入れや、ターミナルケアや看取りもし、生活施設としての機能も兼ね備えた施設です。
	　　　
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	
	
	
	0
	0
	0
	48

	利用実績人数
	
	
	
	　
	　
	　
	　

	達成率
	
	
	
	　
	　
	　
	　


介護療養型医療施設からの転換が期待されていますが、施設・人員等の基準、報酬等が示されてから検討すると思われるので、第７期中は計画を見込みません。ただし、介護療養型の転換期限も過ぎる平成37年度計画は見込みます。
　　（５）その他
　　　特定施設入居者生活介護（67ページ）及び認知症対応型共同生活介護（69ページ）については前述したとおりです。
第3節　介護予防・日常生活支援総合事業の利用見込みと整備目標
１　介護予防・日常生活支援総合事業の利用者の目標値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　佐久穂町では平成29年4月から介護予防・日常生活総合事業を開始しました。
全国統一基準でなく、佐久穂町が基準、報酬等を設定することで、よりこの地域にあった事業展開を進めます。
（１）介護予防・生活支援サービス事業

平成28年度まで予防給付事業や介護予防事業で行っていたサービスを基に平成29年4月スタートしました。今後は、国家資格等を持つ介護保険事業所が提供する「現行相当サービス」では、より専門的なサービス提供に、町や県等が行う研修終了者が提供する「サービスＡ」では、簡易なサービス提供にと差別化を検討していきます。
また、町独自の研修を開催し、ちょっとしたお手伝いを担う人材の育成を行い、住民主体の支え合いである「サービスＢ」の養成を図ります。
①訪問型現行相当サービス
	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	228 
	252 
	252
	276
	276
	264
	252

	利用実績人数
	156 
	204 
	264
	　
	　
	　
	　

	達成率
	68.4%
	81.0%
	104.8%
	　
	　
	　
	　


平成29年4月スタートの事業のため、平成27、28年度は予防給付事業時のものです。
当面は介護事業所主体で身体介護と家事援助のサービス提供を行いますが、将来的には身体介護中心のサービスの担い手になってもらい、家事援助についてはサービスＡ等への移行を目指します。
②訪問型サービスＡ
	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	　
	　
	　
	96
	96
	96
	120

	利用実績人数
	96 
	108 
	60
	　
	　
	　
	　


平成29年4月スタートの事業のため、平成27、28年度は介護予防事業で行っていた「生活管理指導員派遣事業」時のものです。
家事援助のみのサービスを受けている利用者は、現行相当サービスからこちらのサービスへの移行を目指します。
③訪問型サービスＢ

第7期の計画には見込みませんが、町でも研修会等を開催し、住民主体の支え合い活動が立ち上がるように支援していきます。

④通所型現行相当サービス

	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	372 
	420 
	420
	300
	300
	300
	324

	利用実績人数
	259 
	301 
	288
	　
	　
	　
	　

	達成率
	69.6%
	71.7%
	68.6%
	　
	　
	　
	　


平成29年4月スタートの事業のため、平成27、28年度は予防給付事業時のものです。
利用者の状態等を考慮しながら、通所型サービスＡ等との棲み分けを検討していきます。
⑤通所型サービスＡ

	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	　
	　
	　
	96
	96
	96
	120

	利用実績人数
	96 
	108 
	60
	　
	　
	　
	　


平成29年4月スタートの事業のため、平成27、28年度は介護予防事業で行っていた「いきいき倶楽部」時のものです。
利用者の状態等を考慮しながら、通所型現行相当サービス等との棲み分けを検討していきます。
⑥通所型サービスＢ

第7期の計画には見込みません。町では、要支援者・事業該当者を対象とする通いの場ではなく、元気な高齢者も対象となる「一般介護予防事業」での通いの場を住民主体で運営する形を目指します。
⑦通所型サービスＣ

	
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H37

	利用計画人数
	　
	　
	　
	30
	30
	30
	35

	利用実績人数
	32 
	29 
	30
	　
	　
	　
	　


平成29年4月スタートの事業のため、平成27、28年度は介護予防事業で行っていた「こつこつ元気教室」時のものです。
（２）一般介護予防事業
全ての高齢者を対象として、介護状態にならないように取り組む事業です。32～33ページに記載してある町の事業のほか、各地区で取り組まれているサロン、地区公民館を介護予防拠点施設として行われる事業等、これからも継続して取り組んでいきます。

また、地域でこの事業を担える人材育成のために、町独自の研修会にも取り組んでいきます。
第4節　介護保険給付費等の見込み
１　介護保険事業費の見込み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
これまでに推計された、それぞれのサービス量の推計に基づいて、介護サービス全体にかかる費用が算定され、第１号被保険者が負担する保険料額が決定されます。介護サービス見込み量に、サービスごとの1回（日）あたりの平均給付額などを乗じ、平成30年度から平成32年度までの3年間の標準給付費を約39億7千万円と推計しています。
（１）介護給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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介護療養型医療施設（介護医療院）

合　　　　計

（３）居宅介護支援

（４）施設サービス



介護老人福祉施設

介護老人保健施設

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

小規模多機能居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

（２）地域密着型サービス



定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

福祉用具貸与

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

項　　　　目

（１）居宅サービス



訪問介護

訪問入浴介護


（２）介護予防給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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（３）介護予防支援

合　　　　計



介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防福祉用具貸与

介護予防特定福祉用具購入費

介護予防住宅改修費

介護予防特定施設入居者生活介護

（２）地域密着型介護予防サービス



介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

項　　　　目

（１）介護予防サービス


（３）その他給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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34,09039,90352,34988,322

18,08521,16927,77146,855

2,0562,4073,1585,328

1,3271,3261,8223,560

55,55964,80585,100144,065

（４）審査支払手数料

合　　　　計

項　　　　目

（１）特定入所者介護サービス費

（２）高額介護サービス費

（３）高額医療合算介護サービス費


（４）標準給付費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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③消費税率等の見直しを勘案した影響額

内

訳

　第7期計画期間中の標準給付費見込額3,967,739

（２）地域支援事業費



（再掲）

介護予防・日常生活支

援総合事業費

（再掲）包括的・任意事業

項　　　　目

（１）標準給付費見込額　①-②+③ 

①年度別総給付費

②利用者負担見直しによる影響額


２　財政安定化基金拠出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
介護保険給付費の増大や介護保険料収納率の低下などの理由で、介護保険財政が悪化した場合は、長野県が設置する財政安定化基金からの資金の貸し付けを受けることができます。基金の財源は国・県・町が３分の１ずつ負担し、町の負担分は第１号被保険者の保険料を財源としています。
第7期計画では、財政安定化基金への拠出金は見込んでいません。
３　第1号被保険者の費用負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　介護保険の財源は公費（税金）と保険料によりまかなわれます。
第７期は、財源構成が見直され、それぞれの区分において以下のとおりとなります。
第１号被保険者が負担すべき割合は23％ですが、市町村によって第１号被保険者の所得水準や後期高齢者の占める割合など市町村の責によらない要因によって生じる介護保険財政の不均衡を是正するために、国の負担分の中から調整交付金が交付されます。これは全国平均を5％として、これと比較してそれぞれの市町村ごとに交付する制度です。高齢化率が高く低所得者の割合の高い当町では、調整交付金は約8.0％交付されると見込んでいます。
したがって、実際の第１号被保険者負担割合は約20.0％となります。（第１号被保険者負担割合23％－（調整交付金負担見込割合8.0％－調整交付金基準5％））
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＜標準給付費に係る財源内訳＞
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[image: image8]
施設等給付費とは、県知事が指定する介護保険施設や特定施設に係る給付費で、その他給付費とは、施設等給付費以外の給付費となっています。
標準給付費に係る第１号被保険者の負担割合は21％から22％に、第2号被保険者の負担割合は28％から27％に変更となります。
【標準給付費】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	　
	第7期事業計画（平成30年度～平成32年度）

	標準給付費見込額
	その他給付費
	施設等給付費

	3,967,739
	2,551,369
	1,416,370

	財源
内訳
	調整交付金（国）
	204,110
	8.0%
	113,310
	8.0%

	
	国負担金
	510,274
	20.0%
	212,455
	15.0%

	
	県負担金
	318,921
	12.5%
	247,865
	17.5%

	
	町負担金
	318,921
	12.5%
	177,046
	12.5%

	
	第２号被保険者保険料
	688,870
	27.0%
	382,420
	27.0%

	
	第１号被保険者保険料
	510,274
	20.0%
	283,274
	20.0%


＜地域支援事業費に係る財源内訳＞
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【地域支援事業費】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	　
	第7期事業計画（平成30年度～平成32年度）

	地域支援事業費見込額
	総合事業費
	包括的・任意事業

	201,000
	96,000
	105,000

	財源
内訳
	国負担金
	24,000
	25.0%
	40,425
	38.5%

	
	県負担金
	12,000
	12.5%
	20,213
	19.25%

	
	町負担金
	12,000
	12.5%
	20,213
	19.25%

	
	第２号被保険者保険料
	25,920
	27.0%
	―
	―

	
	第１号被保険者保険料
	22,080
	23.0%
	24,150
	23.0%


地域支援事業費に係る第１号被保険者の負担割合は22％から23％に、第2号被保険者の負担割合は28％から27％に変更となります。
包括的・任意事業費に係る国負担割合は39％から38.5％に、県・町負担割合は19.5％から19.25％にそれぞれ変更となります。
４　介護給付費準備基金の活用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第６期計画終了までに発生している保険料の剰余金については、介護給付費準備基金に積み立てて運用しています。この積立金に対する国の方針は、各保険者において、最低限必要と認める額を除いて第７期計画等の保険料上昇抑制のために活用することとしています。町では平成29年度現在約94,000,000円ある基金のうち、62,843,513円の取り崩しを実施し、保険料上昇抑制のために充当していきます。
５　第1号被保険者の保険料の算定　　　　　　　　　　　　　　　　
これまでの推計等から、第７期における第１号被保険者の介護保険料を算定します。
（１）保険料基準額（月額）
介護保険料介護保険制度では、市町村の保険財政運営の安定を図る観点から、第１号被保険者の保険料は、3年間の計画期間で均衡を保つように定めることとされています。そこで次のような方法で基準額を算定しています。
（単位：円）
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介護保険財政安定化基金交付金（H）0

予定保険料収納率（I)

所得段階別加入割合補正後の被保険

者数（J）

3,8493,8723,89011,611

5,600

23%

98.00%

保険料基準額（（C)×（D）＋（E)－（F)－（G)－（H)）÷（I)÷（J)÷１２月


第７期介護保険料基準額を5,600円とします。
（２）第１号被保険者の介護保険料
①公費投入による乗率の見直し
低所得者（住民税非課税世帯）の保険料負担を軽減するため、公費（国・県・町の税金）を投入し、乗率の引き下げを行います。なお、乗率の引き下げ率は、今後示される国の基準に沿って行います。
②保険料所得段階の見直し
保険料は、負担能力に応じて負担を求めるため、所得段階別に保険料率を設定します。国が定める標準保険料段階は第６期と変わらず９段階です。
当町では第６期において、国の高所得者層の第９段階を再設定し、さらに高所得者層の第10段階を設定しました。
第７期においても、第６期計画と同じ10段階の設定とします。

第７期計画における段階別の保険料は次のとおりです。　　　（単位：円）
[image: image11.emf]所得段階保険料率

保険料

月　額

保険料

年　額

第1段階

生活保護者

老齢福祉年金受給者

課税年金収入額と合計所得金額の合算額

が年80万円以下の方。

基準額×0.52,80033,600

第2段階

課税年金収入額と合計所得金額の合算額

が年80万円超120万円以下の方。

基準額×0.754,20050,400

第3段階

課税年金収入額と合計所得金額の合算額

が年120万円超の方。

基準額×0.754,20050,400

第4段階

課税年金収入と合計所得金額の合計額が

80万円以下の方。

基準額×0.95,04060,480

第5段階

(基準額)

課税年金収入と合計所得金額の合計額が

80万円超の方。

基準額×1.05,60067,200

第6段階合計所得金額が年120万円未満の方。基準額×1.26,72080,640

第7段階

合計所得金額が年120万円以上200万円未

満の方。

基準額×1.37,28087,360

第8段階

合計所得金額が年200万円以上300万円未

満の方。

基準額×1.58,400100,800

第9段階

合計所得金額が年300万円以上400万円未

満の方。

基準額×1.79,520114,240

第10段階合計所得金額が年400万円以上の方。基準額×1.759,800117,600

対象者

住

民

税

世

帯

非

課

税

本

人

が

住

民

税

非

課

税

住

民

税

世

帯

課

税

本

人

が

住

民

税

課

税


※参考：介護保険料で、納期ごとに100円未満の端数がある場合その端数金額は、最初の納期に係る金額に合算するようになります。
第４節　老人福祉サービスの目標

1　老人福祉サービスの目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）養護老人ホーム

平成29年12月現在、町内に養護老人ホームはありませんが、町の措置により他市町村にある施設へ2名の方が入所しています。ここ数年は、新たな措置入所者はおらず、すでに入所されていた方も他施設への移行（介護老人福祉施設）や死亡のため、入所者数は減少しています。
佐久管内における広域的な状況も踏まえながら、今後、養護老人ホームへの入所が必要な方がいる場合には、関係機関等との協議や調整を密にしながら措置入所を進めていきます。
（２）軽費老人ホーム（ケアハウス）
平成29年12月現在、町内に軽費老人ホームはありませんが、他市町村にある施設に入所している方がいます。高齢者のみの世帯や核家族化などが進み、介護状態になる前に自宅を離れ、こうした施設を利用する方も増えてくると思われますので、必要な方には軽費老人ホーム等の情報を提供していきます。
（３）生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）

　　　平成29年12月現在、定員10名の施設が１ケ所あります。今後も現状のとおり運営しますが、施設の特性上、自立した生活が困難になった方には、その方の身体や経済状況等を考慮した施設への移行について相談を行っていきます。
（４）老人福祉センター

平成29年12月現在、高野町老人福祉センターと八千穂老人福祉センターの2ヶ所です。高野町老人福祉センターでは介護予防事業のこつこつ元気教室などを実施し、また、八千穂老人福祉センターでは介護予防・日常生活支援総合事業として社会福祉協議会による通所型サービスＡなどを実施しています。
なお、町内在住の高齢者は、八千穂老人福祉センター内の憩いの湯を無料で利用できます。

（５）在宅介護支援センター
　　　平成29年12月現在、町内に在宅介護支援センターはありません。
＜施設整備等の計画＞
	区　　　分
	単　位
	平成29年度実績
	平成32年度目標

	(1)養護老人ホーム

(2)軽費老人ホーム

(3)生活支援ハウス
(4)老人福祉センター

(5)在宅介護支援センター

(6)有料老人ホーム

(7)介護老人福祉施設

(8)介護老人保健施設 
(9)介護療養型医療施設

(10)認知症対応型共同生活介護

(11)宅老所

	設置数
設置数
設置数
定　員
設置数
設置数
設置数 
設置数
定　員
設置数

定　員
設置数

設置数

定　員
設置数

定　員
	0ヶ所
0ヶ所
1ヶ所
10人
2ヶ所
0ヶ所
0ヶ所
1ヶ所

70人
1ヶ所

58人
0ヶ所

1ヶ所

18人
2ヶ所

26人
	0ヶ所
0ヶ所
1ヶ所
10人
2ヶ所

0ヶ所

0ヶ所

1ヶ所

70人
1ヶ所

58人
0ヶ所

1ヶ所

18人
2ヶ所

26人


施設等給付費





その他給付費





介護予防・日常生活総合事業費





包括的・任意事業費
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